
　社会資本総合整備計画 事後評価書             令和05年01月10日

計画の名称 広島県における安全な市街地の形成（防災・安全）（重点）

計画の期間   平成２９年度 ～   令和０２年度 (4年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 広島県,広島市,呉市,竹原市,三原市,尾道市,福山市,府中市,三次市,庄原市,東広島市,廿日市市,安芸高田市,海田町,安芸太田町

計画の目標 多数の者が利用する建築物等の耐震化を重点的に進めることにより，安全で安心できるまちづくりを実現する。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）               5,323  Ａ               5,210  Ｂ                   0  Ｃ                 113  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）      2.12 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

（Ｈ29当初） （Ｈ30末） Ｈ32末

   1 広島県内における耐震性が確保された民間大規模建築物の割合

事業実施状況等をもとに算出する。 34％ 67％ 100％

（民間大規模建築物の耐震化率）＝（耐震性が確保された建築物数（棟））／（全建築物（棟））（％）

   2 広島県内における耐震診断が実施された防災拠点建築物の割合

事業実施状況等をもとに算出する。 18％ 100％ 100％

（防災拠点建築物の耐震診断実施率）＝（耐震診断を実施した建築物数（棟））／（全建築物（棟））（％）

   3 広島県内における耐震診断が実施された避難路沿道建築物の割合

事業実施状況等をもとに算出する。 3％ 52％ 100％

（避難路沿道建築物の耐震診断実施率）＝（耐震診断を実施した建築物数（棟））／（全建築物（棟））（％）

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む 〇 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む － 避難確保計画の策定 避難行動要支援者名簿の提供

1 案件番号： 0000449602



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

住環境整備事業

A16-001

住宅 一般 広島県 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 広島県  ■  ■  ■           3 －

A16-002

住宅 一般 広島県 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 広島県  ■  ■  ■  ■         798 －

A16-003

住宅 一般 広島市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 広島市  ■  ■  ■  ■          76 －

A16-004

住宅 一般 広島市 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 広島市  ■  ■  ■  ■       1,054 －

A16-005

住宅 一般 呉市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 呉市  ■  ■  ■  ■         278 －

A16-006

住宅 一般 呉市 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 呉市  ■  ■  ■  ■         410 －

1 案件番号：  0000449602



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

住環境整備事業

A16-007

住宅 一般 竹原市 間接 民間 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 竹原市  ■  ■  ■          10 －

A16-008

住宅 一般 三原市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 三原市  ■  ■  ■           4 －

A16-009

住宅 一般 尾道市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 尾道市  ■  ■  ■  ■         365 －

A16-010

住宅 一般 尾道市 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 尾道市  ■  ■         498 －

A16-011

住宅 一般 福山市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 福山市  ■  ■  ■  ■          55 －

A16-012

住宅 一般 福山市 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 福山市  ■  ■  ■  ■       1,012 －

2 案件番号：  0000449602



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

住環境整備事業

A16-013

住宅 一般 府中市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 府中市  ■  ■  ■          89 －

A16-014

住宅 一般 府中市 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 府中市  ■  ■          25 －

A16-015

住宅 一般 三次市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 三次市  ■  ■  ■         127 －

A16-016

住宅 一般 三次市 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 三次市  ■           0 －

A16-017

住宅 一般 庄原市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 庄原市  ■  ■           4 －

A16-018

住宅 一般 東広島市 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 東広島市  ■  ■           0 －

3 案件番号：  0000449602



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

住環境整備事業

A16-019

住宅 一般 廿日市市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 廿日市市  ■           0 －

A16-020

住宅 一般 廿日市市 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 廿日市市  ■  ■  ■  ■          95 －

A16-021

住宅 一般 安芸高田

市

直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 安芸高田市  ■          17 －

A16-022

住宅 一般 安芸高田

市

間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 安芸高田市  ■          64 －

A16-023

住宅 一般 海田町 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 海田町  ■           3 －

A16-024

住宅 一般 海田町 間接 個人 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 海田町  ■  ■  ■  ■         175 －

4 案件番号：  0000449602



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

住環境整備事業

A16-025

住宅 一般 安芸太田

町

直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 安芸太田町  ■  ■  ■          48 －

 小計       5,210

合計       5,210

5 案件番号：  0000449602



C 効果促進事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

住環境整備事業

C16-001

住宅 一般 呉市 直接 公共 － － 住宅・建築物安全ストッ

ク形成事業（重点）

耐震診断／耐震改修の実施等 呉市  ■  ■          48 －

耐震改修事業と一体的に防水改修や外壁改修工事等を行い，耐震補強部材及び既存建築物等の劣化を防ぎ，長寿命化をはかることで耐震性を維持し，安全で安心できるまちづくりを実現する。

C16-002

住宅 一般 府中市 直接 公共 － － リフレッシュ事業（重点

）

防水改修工事等（学校施設の

非構造部材の耐震対策，公立

保育所の整備，小規模公共施

設の耐震化は除く）

府中市  ■  ■          43 －

耐震改修事業と一体的に防水改修や外壁改修工事等を行い，耐震補強部材及び既存建築物等の劣化を防ぎ，長寿命化をはかることで耐震性を維持し，安全で安心できるまちづくりを実現する。

C16-003

住宅 一般 三次市 直接 公共 － － リフレッシュ事業（重点

）

防水改修工事等（学校施設の

非構造部材の耐震対策，公立

保育所の整備，小規模公共施

設の耐震化は除く）

三次市  ■           0 －

耐震改修事業と一体的に防水改修や外壁改修工事等と行い，耐震補強部材及び既存建築物等の劣化を防ぎ，長寿命化をはかることで耐震性を維持し，安全で安心できるまちづくりを実現する。

C16-004

住宅 一般 安芸太田

町

直接 公共 － － リフレッシュ事業（重点

）

防水改修工事等（学校施設の

非構造部材の耐震対策，公立

保育所の整備，小規模公共施

設の耐震化は除く）

安芸太田町  ■  ■          22 －

耐震改修事業と一体的に防水改修や外壁改修工事等を行い，耐震補強部材及び既存建築物等の劣化を防ぎ，長寿命化をはかることで耐震性を維持し，安全で安心できるまちづくりを実現する。

 小計         113

1 案件番号：  0000449602



C 効果促進事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H29 H30 H31 R02 R03 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

合計         113

2 案件番号：  0000449602



事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期
事後評価の実施時期

公表の方法

○事業効果の発現状況

定量的指標に関連する
交付対象事業の効果の発現状況

定量的指標以外の交付対象事業の
効果の発現状況（必要に応じて記述）

○特記事項（今後の方針等）

交付対象である広島県，県内23市町及び民間が実施した事業の成果を広島県が集計し
，目標と比較して評価を実施している。

事後評価の実施体制

0000449602案件番号：

令和５年１月

広島県ホームページで公表

・住宅の耐震化については，関係市町が実施した住宅の耐震診断・耐震改修補助事業等の効果により，耐震性が確保された住宅
の割合が向上した。
・建築物の耐震化については，公共施設を中心に地方公共団体が交付金を活用して建築物の耐震化を進めた効果により，耐震性
が確保された建築物の割合が向上した。
・狭あい道路の拡幅整備については，関係市町が実施した狭隘道路拡幅事業の効果により，狭あい道路の拡幅整備された割合が
向上した。

・令和３年度から新たに社会資本総合整備計画（広島県における安全な市街地の形成（防災・安全））を活用し，広島県耐震改修促進計画（第3期計画）に基づき耐
震化をより促進していく。
・指標①②については，民間事業者による実施が主体となることから，更なる普及啓発を行い，目標値達成に向けて引き続き取り組みを行う。
・指標③については，引き続き取り組みを行い，災害時に迅速な避難や緊急車両の通過を行える安心・安全な市街地の形成を図る。



○目標値の達成状況

番号
指標（略称）
目標値／実績値 目標値と実績値に差が出た要因

 1

広島県内における耐震性が確保された民間大規模建築物の割合

最　終
目標値
100％

補助制度を創設し，所有者へ耐震改修の実施を働きかけているが，一部の所有者については実施の理解が得られないため。

最　終
84％

実績値

 2

広島県内における耐震診断が実施された防災拠点建築物の割合

最　終
目標値
100％

近い将来において除却する予定の建築物（2件）が耐震診断を実施しなかったため。

最　終
99％

実績値

 3

広島県内における耐震診断が実施された避難路沿道建築物の割合

最　終
目標値
100％

補助制度を創設し，所有者へ耐震診断の実施を働きかけているが，一部の所有者については実施の理解が得られないため。

最　終
95％

実績値

1 案件番号：0000449602


